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In brief 

我が国は 2018年 9月 26日に MLI（BEPS防止措置実施条約）の受諾書を OECDに寄託し、MLIは我が

国について、2019年 1月 1日に発効しました。我が国の MLI対象租税協定国・地域（39カ国・地域）のう

ち、2019年 8月 30日現在、16カ国が受諾書等の寄託を行っており、そのうち 13カ国について MLIが発

効しています。対象租税協定について適用となる MLIの規定はそれぞれの条約毎に異なりますが、取引の

主たる目的に基づく条約の特典の否認に関する規定（MLI第 7条 1）は、すべての対象租税協定について

適用されますので、投資対象国についての影響を検討することが必要です。 

In detail 

1. MLIの発効と租税条約への適用

MLIは批准書等がOECDに寄託された日から3カ月を経過する日を含む月の翌月の初日に発効し、対象租

税協定については原則として、①源泉徴収に係る租税については両締約国でMLIの発効した日（いずれか

遅い日）以後に開始する年の1月1日以後に課されるものから適用され、②その他の全ての租税については

両締約国でMLIが発効した日（いずれか遅い日）から6カ月を経過した時以後に開始する課税期間に係るも

のから適用が開始されます。相互協議手続の規定（16条）は、両締約国でMLIの発効した日（いずれか遅い

日）以後に一方の当事国の権限のある当局に対して申し立てられた事案（MLIによって修正される前の当該

対象租税条約の規定に基づく一定のもの除く）に関し、当該事案が関連する課税期間に関係なく適用されま

す。なお、上記の適用日等に代わる日の選択も認められています。 

我が国のMLIは2019年1月1日に発効し、我が国の対象租税協定国・地域についての発効及び租税条約へ

の適用は下記の通りです。 

（1） 我が国の BEPS防止措置実施条約（以下、「MLI」）の発効

寄託日(発効日) 協定名 

2018年 9月 26日 
（2019年 1月 1日） 

「税源浸食及び利益移転を防止するための租税条約関連措置を実施する
ための多数国間条約」（注 1） 

  （注 1） https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/press_release/20180927mli.htm 
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（2） 我が国の租税条約に対するMLIの適用関係（注2） 

相手国・地
域 

寄託日 発効日（注 3） 
適用関係 

源泉徴収 その他課税 

ポーランド 2018年１月 23日 2019年 1月 1日 2019年 1月 1日
以後 

2019年 7月 1日以後開始課税期間 

スウェーデ
ン 

2018年 6月 22日 2019年 1月 1日 
スウェーデンによる通告の後に確定 

ニュージー 
ランド 

2018年 6月 27日 2019年 1月 1日 2019年 1月 1日
以後 

2019年 7月 1日以後開始課税期間 

英国 2018年 6月 29日 2019年 1月 1日 2019年 1月 1日
以後 

2019年 7月 1日以後開始課税期間 

イスラエル 2018年 9月 13日 2019年 1月 1日 2019年 1月 1日
以後 

2019年 7月 1日（イスラエルでは
2020年 1月 1日）以後開始課税期間 

スロバキア 2018年 9月 20日 2019年 1月 1日 2019年 1月 1日
以後 

2019年 7月 1日以後開始課税期間 

オーストラリ
ア 

2018年 9月 26日 2019年 1月 1日 2019年 1月 1日
以後 

2019年 7月 1日以後開始課税期間 

フランス 2018年 9月 26日 2019年 1月 1日 2019年 1月 1日
以後 

2019年 7月 1日以後開始課税期間 

シンガポー
ル 

2018年 12月 21日 2019年 4月 1日 2020年 1月 1日
以後 

2019年 10月 1日以後開始課税期間 

アイルランド 2019年 1月 29日 2019年 5月 1日 2020年 1月 1日
以後 

2019年 11月 1日以後開始課税期間 

フィンランド 2019年 2月 25日 2019年 6月 1日 2020年 1月 1日
以後 

2019年 12月 1日（フィンランドでは
2020年 1月 1日）以後開始課税期間 

オランダ 2019年 3月 29日 2019年 7月 1日 2020年 1月 1日
以後 

2020年 1月 1日以後開始課税期間 

ルクセンブ
ルク 

2019年 4月 9日 2019年 8月 1日 2020年 1月 1日
以後 

2020年 2月 1日以後開始課税期間 

アラブ首長
国連邦 

2019年 5月 29日 2019年 9月 1日 2020年 1月 1日
以後 

2020年 3月 1日以後開始課税期間 

インド 2019年 6月 25日 2019年 10月 1
日 

2020年 1月 1日
（インドでは 2019
年 10月 1日）以
後 

2020年 4月 1日以後開始課税期間 

ノルウェー 2019年 7月 17日 2019年 11月 1
日 

2020年 1月 1日
以後 

2020年 5月 1日以後開始課税期間 

  （注 2） https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/mli.htm 

  （注 3） 日本と相手国両国での発効日（日本より前に寄託を行っている国については、日本の発効日） 

  

https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/tax_convention/mli.htm
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2. 適用されるMLIの規定 

対象租税協定について適用となるMLIの規定は以下の通りです。 
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Let’s talk 
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www.pwc.com/jp/tax 
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